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消防署所再編計画策定の背景・経緯

高知市消防整備計画1999高知市消防審議会答申

高知市消防
審議会答申
（昭和37年）

消防行政を
取り巻く環
境変化

中心部に
近接

高知市消防整
備計画1999
（平成11年）

平成30年度末を目標
４署２分署２出張所体制

市町村合併
南海トラフ地震発生の懸念

インフラ整備

消防署所再編
構想（素案）
（平成23年)

【さらなる環境変化】
①市民の防災意識の向上
②消火技術の継承
③研修派遣等による人員不足
④予防行政の厳格化
⑤増大する救急需要
⑥災害対応体制の強化

高知市消防署所
再編計画2015
（平成27年)

1
東日本大震災発生
(平成23年3月11日)

４署１分署３出張所体制

（東･西･南･北署，南部分
署，旭・東部･三里出張所）

４署１分署３出張所体制

（中央・東･南･北署，西分
署，旭・東部･三里出張所）



再編構想（素案）以降の環境変化による新たな消防行政の課題

② ベテラン職員の大量退職による技術の継承
多様な災害を想定した訓練施設の整備による消火技術等の継承
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① 市民の防災意識の向上
救命講習や防災訓練指導等の増加による災害対応要員の確保
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③ 研修派遣等による人員不足
道交法改正と車両の大型化，大量退職に伴う資格者の不足
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実員数 331 326 323 341 345 335 343 347 351 348
欠員数 2 7 10 11 7 17 9 5 1 4
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⑤ 増大する救急需要と救命士の不足
全国上位を占める人口当たりの救急需要への対応と救命士の不足

④ 予防行政の厳格化
査察実施率の低下と違反是正体制の強化
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⑥ 災害対応体制の強化
多様化する災害への対応体制と安全管理体制の強化
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消防署所の集約と機構改革による消防組織体制の強化①

消防署所再編構想（素案）基本 災害対応体制・火災予防体制・防災啓発体制等の確立職員増
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中消防署 廃止

江ノ口出張所 廃止

旭出張所　　

東消防署

東部出張所　

三里出張所　

南消防署 移転建替

西出張所　　 機能拡充

長浜出張所　 廃止

春野出張所　 廃止

現行(3署7出張所)

署所 方針

統合新設

移転建替 名称変更

(仮称)南部分署
名称変更（機能拡充）

機能拡充

総数 火災対応 火災救助 火災救急 救急対応 火災対応 救急対応

(仮称)中央消防署 4 1 1 2 2 2
　(仮称)西分署 3 2 1 3 ①
(仮称)北消防署 4 1 1 2 2 2
　旭出張所 2 1 1 2 ①
東消防署 3 2 1 2 1
　東部出張所 1 1 1 ①
　三里出張所 2 1 1 2 ①
(仮称)南消防署 3 1 1 1 2 1①

合計 22 6 5 5 6 16 6⑤

署所
隊別 災害別最大数

再配置完了後の係数と災害別最大隊数（案）

総数 火災対応 火災救助 火災救急 専任救急 火災対応 救急対応

中消防署 2 1 1 1 1
　江ノ口出張所 2 2 2 ①
　旭出張所 2 2 2 ①
東消防署 3 2 1 2 1
　東部出張所 1 1 1 ①
　三里出張所 2 2 2 ①
南消防署 3 2 1 2 1
　長浜出張所 2 2 2 ①
　西出張所 2 2 2 ①
　春野出張所 1 1 1 ①

合計 20 1 4 12 3 17 ３⑦

署所
隊別 災害別最大数

現状の隊数と災害別最大隊数

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

北消防署 開署 江ノ口(出)は段階的に移行

　旭出張所

東消防署

　東部出張所

　三里出張所 移転検討

中央消防署 開署

　西分署 運用開始 平成32年度以降

南消防署 名称変更 中央消防署開署時名称変更南部分署

再編計画(４署１分署３出張所)

署所 内容
実施時期(年度)

備考

火災対応(兼任) 救急対応(専任)
平成26年4月1日現在 208 36 21 23 60 348
平成32年度以降 213 66 21 26 52 378

現状と再配置後の要員別人数

合計
警防要員

通信要員 予防要員 その他の要員



消防署所の集約と機構改革による消防組織体制の強化②

＊条例定数　354人（平成27年度）

三里出張所

南消防署

本署
（仮）南部分署

西出張所

長浜・春野出張所を統合し，(仮称)南部分署を新設。

旭出張所

江ノ口出張所

本署

東部出張所

西出張所

春野出張所

本署

予防課
消
防
局

東部出張所

三里出張所

東消防署 東消防署

中消防署旭出張所

江ノ口出張所

中消防署

本署

消
防
局

＊条例定数354人（配分定数352人;平成26年度）

本署

現状の組織・機構（平成26年4月1日現在）

総務課

警防課

情報指令課

第１期（平成27年4月1日予定）

総務課

警防課

情報指令課

南消防署
長浜出張所

予防課

本署

4

＊条例定数　369人（平成31年度）＊条例定数　369人（平成29年度）

江ノ口出張所

本署

本署
(仮)中央消防署

西出張所

(仮)北消防署
旭出張所

東消防署 東部出張所

第３期（平成31年4月1日予定）

本署

総務課

警防課

予防課
消
防
局

情報指令課

予防課
消
防
局

(仮)北消防署 旭出張所

本署

(仮)総合指令室

第２期（平成29年4月1日予定）

総務課

警防課

本署

東消防署 東部出張所

南消防署 （仮）南部分署

三里出張所

本署

(仮称)南部分署の機能を拡充し，(仮称)南消防署に名称変更。

高知駅秦南町線の整備完了後，江ノ口出張所を(仮称)北消防署に統合。

中消防署を廃止し，(仮称)北消防署を新設。

三里出張所

本署(仮)南消防署西出張所

情報指令課と警防課指揮班を統合し，(仮称)総合指令室を新設。

南消防署を廃止し，(仮称)中央消防署を新設。
平成32年度以降の条例定数増により，西出張所を(仮称)西分署に機能拡充。


